
制度改正の施行について

厚生労働省年金局

企業年金・個人年金課





①令和4年4月1日施行 受給開始時期の選択肢の拡大
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②令和4年5月1日施行 加入可能年齢の引上げ
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③令和4年10月1日施行 企業型ＤＣ加入者のiDeCo加入の要件緩和

8















④令和6年12月1日施行
拠出限度額の算定に当たってＤＢ等の他制度掛金相当額の反映
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企業型

DC

5.5
万円

【改正後】【現行】 ＤＢの給付水準（＝掛金水準）にかかわらず、企業型
ＤＣの拠出限度額は一律2.75万円。

ＤＢの給付水準（＝掛金水準）が低い場合は、ＤＣで拠出できる額は大きくなり、
ＤＢの給付水準（＝掛金水準）が高い場合は、ＤＣで拠出できる額は小さくなる。

ＤＣの
拠出限度額

○ 企業型ＤＣの拠出限度額の算定に当たって、全てのＤＢ等の他制度の掛金相当額を一律評価している現状を改め、加入者
がそれぞれ加入しているＤＢ等の他制度ごとの掛金相当額の実態を反映し、公平を図る。

○ 制度の見直しに当たっては、既に現行制度下で承認を受けた企業型ＤＣ規約に基づいて企業型ＤＣを実施している事業主
がいることから、施行の際の企業型ＤＣ規約に基づいた従前の掛金拠出を可能とする経過措置を設ける（「月額5.5万円から
ＤＢ等の他制度掛金相当額を控除した額」が2.75万円を下回るときは、企業型ＤＣの拠出限度額を2.75万円とする）。

【現行】 【見直し内容（令和６年12月1日施行）】

①企業型ＤＣのみに加入 月額5.5万円 月額5.5万円からＤＢ等の他制度掛金相当額を控
除した額

②企業型ＤＣ、ＤＢ等の他制度に加入 月額2.75万円 （5.5万円から一律2.75万円を控除）

（※１）他制度掛金相当額（仮想掛金額）は、ＤＢ等の給付水準から企業型ＤＣの事業主掛金に相当する額として算定したもので、複数の他制度に加入している場合は合
計額。他制度には、ＤＢのほか、厚生年金基金・私立学校教職員共済制度・石炭鉱業年金基金を含む。

（※２）ＤＢ等の他制度に加入していなければ、控除する額は0円で、企業型ＤＣの拠出限度額は現行どおり月額5.5万円。他制度掛金相当額が月額5.5万円を上回る場
合は、ＤＣ拠出は不可。
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企業型ＤＣ拠出限度額の見直し

施行の際の企業型ＤＣ規約に基づいた従
前の掛金拠出を可能とする
※新規の場合や既存規約のＤＣ・ＤＢの設
計を見直した場合は、新制度を適用
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ＤＢ等の他制度掛金相当額の算定方法①

○ ＤＢ等の他制度掛金相当額（仮想掛金額）は、企業型ＤＣ・iDeCoの拠出限度額の算定に当たってＤＢ等がどの程度を占め
るのかを評価するものであって、ＤＢ等の給付に対して事業主が拠出したとみなされるものとして算定する。

○ 具体的には、ＤＢ等の標準掛金と同様の手法により、財政方式ごとの算定式に基づき、毎月定額の掛金相当額として算定
する。

① 加入年齢方式

② 開放基金方式

③ 閉鎖型総合保険料方式

④ ①から③に該当しない財政方式 上記に準じた算定方法として厚生労働大臣が認める方法により算定

⑤ リスク分担型企業年金
給付の額の調整がないものとして、財政方式に応じた上記の方法に
より算定

⑥ 簡易な基準に基づくＤＢ
（加入者数500人未満）

標準加入者の給付現価

標準加入者の人数現価

現在加入者の将来期間分給付現価＋将来加入者の給付現価

現在加入者の人数現価＋将来加入者の人数現価

現在加入者の将来期間分給付現価

現在加入者の人数現価

標準掛金の総額

加入者数
※ 直近の財政計算の計算基準日における当該財政計算の結果に基づき算定

※ 標準掛金相当額を見直さない限り、ＤＢの他制度掛金相当額は一定

※ 施行の際、施行後の日を基準日として財政再計算するまでは、⑥と同様の方法で算定することができる。

※ 算定が困難と認められる場合は、⑥と同様の方法で算定
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ＤＢ等の他制度掛金相当額の算定方法②

○ ＤＢ以外の制度における他制度掛金相当額・共済掛金相当額は、ＤＢの算定方法に準じた方法により算定
する。

①厚生年金基金の他制度掛金相当額 ＤＢの算定方法と同様（代行部分がないものとして算定）

②私立学校教職員共済制度の他制度
掛金相当額

ＤＢの算定方法に準じた方法により厚生労働大臣が定める額

③石炭鉱業年金基金の他制度掛金相
当額

ＤＢの算定方法に準じた方法により厚生労働大臣が定める額

④国家公務員共済組合の共済掛金相
当額

ＤＢの算定方法に準じた方法により厚生労働大臣が定める額

⑤地方公務員等共済組合の共済掛金
相当額

ＤＢの算定方法に準じた方法により厚生労働大臣が定める額
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参考資料
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一 個人所得課税

確定拠出年金法等の改正を前提に次の措置を講ずる。
① 確定拠出年金制度等について次の見直し等が行われた後も、現行の税制上の措置を適用する。

イ 確定拠出年金制度及び農業者年金制度の加入可能要件について、企業型確定拠出年金制度は厚生年金被保険
者であれば、個人型確定拠出年金制度及び農業者年金制度は国民年金被保険者であれば、それぞれ加入可能とす
る。

ロ 確定拠出年金制度、確定給付企業年金制度及び農業者年金制度の受給開始時期等の選択可能な範囲を拡大す
る。

ハ 確定拠出年金法の簡易企業型年金及び中小事業主掛金納付制度について、これらの制度が実施可能な事業主の
範囲を拡大する。

ニ 企業型確定拠出年金加入者について、企業型確定拠出年金の規約の定めなしに個人型確定拠出年金制度への加
入を可能とする。

ホ 確定給付企業年金制度の終了時における同制度から個人型確定拠出年金制度への年金資産の移換及び加入者
の退職等に伴う企業型確定拠出年金制度から通算企業年金制度への年金資産の移換を可能とする。

② その他所要の措置を講ずる。

三 法人課税
確定拠出年金法等の改正を前提に、次の措置を講ずる。

（１） 事業主が拠出する確定拠出年金法の事業主掛金及び中小事業主掛金について、確定拠出年金の加入可能要件並
びに同法の簡易企業型年金及び中小事業主掛金納付制度の実施可能な事業主の対象範囲の見直しが行われた後
も、引き続き損金算入する。

（２） 確定給付企業年金制度の終了時における同制度から個人型確定拠出年金制度への年金資産の移換及び加入者の
退職等に伴う企業型確定拠出年金制度から通算企業年金制度への年金資産の移換を可能とする見直しに伴い、退
職年金等積立金に対する法人税における退職年金等積立金について、所要の措置を講ずる。

退職年金等積立金に対する法人税の課税の停止措置の適用期限を３年延長する。

※ それぞれの地方税部分は省略。また、「二 資産課税」の相続税についても省略。

令和２年度税制改正の大綱（抄）
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令和元年12月20日
閣 議 決 定



一 個人所得課税

確定拠出年金法施行令の改正を前提に、確定拠出年金制度について次の見直し等
が行われた後も、現行の税制上の措置を適用する。
① 確定給付企業年金制度の加入者の企業型確定拠出年金の拠出限度額（現行：月

額2.75万円）を、月額5.5万円から確定給付企業年金ごとの掛金相当額を控除した額
とする。

② 確定給付企業年金制度の加入者の個人型確定拠出年金の拠出限度額（現行：月
額1.2万円）を、月額5.5万円から確定給付企業年金ごとの掛金相当額及び企業型確

定拠出年金の掛金額を控除した額（月額２万円を上限）とする。

※ 地方税部分も同じ内容。

令和３年度税制改正の大綱（抄）
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令和２年12月21日
閣 議 決 定


